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地域脱炭素化推進事業体設置モデル事業
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１．実施主体及び実施地域の概要



1.1 実施主体の概要
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たんたんエナジー株式会社

■代表事業者 資本金：20百万円
立命館ソーシャルインパクトファンド（３５％）
合同会社サンエネルギー（１０％）
個人（５５％）

■事業体に参画又は関与する構成員の連携
（地域内外の民間企業等の構成員について）

名称 役割等

立命館ソーシャルインパクトファンド

龍谷大学

京都府温暖化防止センター
みんな電力株式会社

【出資への関与】
出資および他の社会企業との橋渡し。
【出資以外の関与】
協定を結ぶとともに、複数の教員が役員や株主として参画。
情報面・ノウハウ面でサポート。
協定を結び、連携して事業を実施。
FIT電力の供給、ノウハウ面でのサポート

■地方公共団体の参画・関与のきっかけ及び体制

・福知山市と協定を結び、エネルギー政策推進のためのパートナーとしてタイアップ。
・小中学校、本庁舎、支所、福知山城など、福知山市関連施設での電力の使用。
・その他、再エネ普及や省エネに向けた取り組み 広報面での連携。



1.2 実施地域の現状・課題

■地域の現状

⚫ 福知山市は、鉄道や高速道路で京都や大阪、北陸地方と結ばれた交通の要衝に存在し、
工業団地も立地する、京都府北部地域の中心的都市である。ただし、北部の他地域と同様
に人口の減少が続いており、２０００年には8.3万人であった人口は、現在は7.9万人に減
少。2040年には6万人に減少すると予測されている。特に年少人口及び生産年齢人口の
減少が激しい。

■解決すべき地域課題

⚫ エネルギー費の域外流出（年間約２００億円 ※環境省地域経済分析ソフトVer2.0より）
⚫ 丹波・丹後産の再生可能エネルギーの価値の埋没
⚫ 工業団地の脱炭素化対応（環境配慮型工業団地の再ブランディング）
⚫ 避難所の災害対応

⚫ 再生可能エネルギー利用に関する広域連携（福知山市自体の再エネポテンシャルは市内
の消費エネルギー未満であるが、丹後・丹波地域全体で見ると充分なポテンシャルがある。
北部全体での再エネ利用と地域ブランディングが重要）。
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2.事業概要



2.1 補助事業の目的・目標・内容
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＜目的＞

⚫ 「福知山市における再生可能エネルギー事業の推進に関する提言書」に記載された、エネ
ルギーの地産地消を手段とする地域の好循環づくりの理念を実現すること。

＜目標＞
⚫ 目的を達成するため、自治体のパートナーとして
実務を担う地域エネルギー事業体の基盤を整備
すること。

＜内容＞
⚫ 専門家の支援のもとでの事業スキームの検討
⚫ 事業体制の整備
⚫ 需給管理システムの導入
⚫ Webサイトの構築 等



2.2 地域新電力事業者が担う役割・機能
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地域のエネルギーと人のハブ機能

地域の企業・小中学校 家庭

市民出資発電所

地域エネルギーの
ハブ機能 地域の人の

ハブ機能

○○応援プラン

地域活動応援

みんなの屋根で
子どもたちの電気を



2.3 地域の脱炭素化の方法
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⚫ 小中学校での再エネ100％電力の利用 → 環境教育・人材育成に
⚫ 本庁舎や支所での再エネ100％電力の利用 ＝ 市の実行計画事務事業編推進
⚫ その他、シンボル的な公共施設での再エネ100％電力の利用 → 自治体ブランディング
※FIT電力に再エネ非化石証書を組み合わせて供給

■卒FIT電力の地域での利用 → 再エネの受容度の向上

⚫ 卒FIT電力を購入し、小中学校に届ける仕組みを構築。
→戸建住宅への太陽光発電設置の「金銭的メリット」以外の価値を見える化

※福知山市の年間新築戸建住宅着工件数（400軒）の半数に5kWの太陽光発電システムを設
置できれば、毎年「メガソーラー」が誕生することに。そのための機運の情勢。

■避難施設等への再エネ設備設置

⚫ 太陽光発電を避難所等に設置して防災力を強化。自治体が初期投資をしなくても、電気代
相当の「エネルギーサービス利用料」で導入できる仕組みで再エネを普及。

■公共施設での再エネ電力の導入 → メッセージの発信

■省エネ診断の実施

⚫ 公共施設の省エネ診断を実施。

■工業団地立地事業所や住宅への再エネ電力の供給
⚫ 工業団地立地事業所の再エネ利用によるブランディング支援も。



9

3.補助事業の成果
（2021年１月末時点）



3.1 補助事業の成果
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⚫ 4月から小中学校や本庁舎・支所に、9月からは福知山城に、2021年1月からは消防施設
及び、工業団地立地事業所に供給を開始。

⚫ 10月より卒FIT電力の買取を開始。

■小中学校・本庁舎・福知山城等・事業所に再エネ電力の供給を開始



3.1 補助事業の成果
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⚫ パートナーシップ組織である「福知山環境会議」及び両丹日日新聞と連携した省エネ情報
発信（5ヶ月連続）を実施。

⚫ 公共施設の省エネ診断を実施。

■省エネサポート



3.1 補助事業の成果
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⚫ 「実行部隊」ができたことにより、政策推進が可能に。市長は定例記者会見にて、連続して、
エネルギーを軸とする持続可能な地域づくりをテーマに、政策を打ち出し。

■福知山市による「再エネを軸とするまちづくり」の発信



3.1 補助事業の成果
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⚫ 主要新聞のほか、北近畿経済新聞、両丹日日新聞などの地元紙にも記事が多く取り上げ
られ、福知山市のイメージ向上に寄与。

■メディア露出 （「再エネ推進のまち」のイメージの発信）



3.2 補助事業を通して見えてきた課題・課題に対する解決策
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■補助事業を通して見えてきた課題

⚫ 市場価格の変動リスク
※再エネ特定卸供給契約の価格は市場に連動するため、市場価格に大きな影響を受ける。

⚫ 地元再エネの仕入れ
※現在は、みんな電力から仕入れ。地産率向上のため、卒FIT電力の購入、あるいはFIT

電力の特定卸供給契約による購入を進める必要あり。充分ではなく今後の課題。
⚫ 再エネ導入
※再エネ電気を買ってきて売りさばくだけでは、役割を果たせない。オンサイトPPAなどの

形で再エネを増やし、かつレジリエンス向上に役立てるなど「市民の目に見える」形での
再エネ普及が必要だが、成果を出せていない。

■課題に対する解決策

⚫ 市場価格変動リスク
→リスクヘッジできる契約方法の研究と実践。（※アドバイスをいただきたい）

⚫ 地元再エネの仕入れ
→現在調整を進めている特定卸供給契約を着実に実現する。
→自治体の協力を得て、卒FIT太陽光発電契約数を増加させるとともに、工務店等と連携
して、新規設置数を増やす。

⚫ 再エネ導入
→風力発電開発などに参画し、地元再エネ電力の増加を図る。
→次年度中に、市と連携して避難所への自家消費型太陽光発電設備を設置する。
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４.今後の展開



⚫ 自前での需給管理の検討
※ちょうど開始予定のタイミングで市場高騰がおき、JEPX取引参加資格を満たせなくなった
ため、一旦保留している。スケジュールを再検討する。

4.１ 今後の展開
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■補助事業の今後の予定

■事業全体の今後の展開

⚫ 丹波・丹後産再エネ電力の仕入れ
次年度中には販売電力量の1/3程度、3年後に1/2以上を目指す。

⚫ 近隣自治体との連携
近隣自治体との連携を強化し、3年後までに3自治体以上の小中学校に電力を供給しているこ
とを目指す。

⚫ 避難所等への自家消費型太陽光発電所（＋蓄電池、V2Hの設置）
次年度に最低1ヶ所に、3年後には5ヶ所以上に設置することを目指す。

⚫ 一次産業・六次産業と連携した「丹波・丹後のサポーター」の拡大

地元産品を活用した加工品を作る地元企業と連携し、家庭用電力の新規契約特典として（割引
ではなく）これをプレゼントするなどして、「エネルギーの地産地消」と「食の地産地消」のファン
の相乗りに取り組む。3年後には少なくとも1000世帯の加入を目指す。

※目標数値は現時点のものであり、状況によって随時見直しを行う。


